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〇 激甚化・頻発化する自然災害や加速度的に進行するインフラ老朽化から国民の命と暮らしを
守るため、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を着実に推進しつつ「より抜
本的かつ総合的な防災・減災対策」と「計画的なインフラの維持管理・更新」に取り組む。

〇 また、コロナ禍からの社会経済活動の確実な回復と経済の好循環を実現するため、道路・新
幹線・港湾等のストック効果の高いインフラ整備や、2050年カーボンニュートラルの実現に向けたイ
ンフラ分野の脱炭素化を進める。

〇 さらに、 「デジタル田園都市国家構想」の実現をはじめとした地方活性化に取り組み、インフラ
分野のDXや、ポストコロナ時代に即した豊かで活力ある地方創り、東京一極集中型から脱した
分散型の国づくりを進める。

〇 これらの取組は未来を切り拓く「新しい資本主義」の起動に資するものであり、戦略的・計画的
に取組を進めるためには、安定的・持続的な公共投資が必要不可欠である。

社会資本整備の推進



国民の安全・安心の確保 【参考】

〇 加速度的に進行するインフラ老朽化に対応するため、早期に対策が必要な
施設の修繕を集中的に実施し、インフラの機能に支障が生じる前に対策を行う
「予防保全」への本格転換により、メンテナンスコストの縮減を図る。

【事後保全と予防保全のメンテナンスサイクル】

事後保全段階の橋梁補修 予防保全段階の橋梁補修

供用期間

事後保全の
管理水準

機
能
健
全
性

予防保全の
管理水準

事後保全予防保全

トータルコスト

国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等
の推進（15対策）

○ 政府全体で総事業費概ね１５兆円程度を目途とする「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（昨年末閣議決定）により、取組を更に加速化・深化。

予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策
（12対策）

国土交通省関連の対策（53対策）
激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策
（26対策）

○ 気候変動により激甚化・頻発化する自然災害から国民の命と暮らしを守るため、事前防災対策を加速化するとともに、「流域治水」の本格的実践、線状降水帯の予測
精度の向上や、盛土による災害の防止等に取り組む。

〇 通学路や生活道路において、警察等関係機関と連携し、交通規制等のソフト
対策に、ハンプ等の物理的デバイスを適切に組み合わせる「ゾーン３０プラス」、
歩道の設置、防護柵の整備等により、人優先の安全・安心な通行空間を確保。

持続可能なインフラメンテナンスの実現 通学路等における交通安全対策

防災・減災、国土強靱化

【「流域治水」の本格的実践に向けた取組】 【盛土による災害の防止】

＋

進入抑制対策

速度抑制対策

■ 最高速度３０ｋｍ/hの
区域規制等（ゾーン３０）

＜警察による交通規制＞

狭さく

ライジングボラード

＜道路管理者による物理的デバイスの設置＞

クランク

ハンプ

●進入抑制対策

●速度抑制対策

スムーズ横断歩道

スラローム 2

【線状降水帯等に関する防災気象情報の高度化】

スーパーコンピュータ

線状降水帯の発生例（赤楕円部） 静岡県熱海市で発生した土石流災害流域治水のイメージ 水害リスクマップ等による水害リスク情報の充実

降雨の頻度ごとの浸水範囲を見える化

水災害を踏まえたまちづくり、企業の防災行動等へ活用



コロナ禍からの社会経済活動の確実な回復と経済の好循環の実現 【参考】

〇 コロナ禍により落ち込んだ経済を早期回復させ、持続可能な経済成長を確実なものとするため、高規格道路、国際戦略港湾、リニアや整備新幹線など、我が国の経済
成長の基盤となる社会資本の戦略的・計画的な整備を推進。その際、PPP/PFIの推進により民間の資金・能力も活用。

【三大都市圏環状道路の整備の推進】

太平洋2車線 4車線 6車線

開通済

事業中

調査中 ○ ○ ○ ○ ○ ○
首都圏環状道路

経済の好循環を支える基盤整備

【港湾の機能強化】

横浜港
南本牧ふ頭

国際基幹航路の維持・増加

集貨 創貨

競争力強化

流通加工機能を備
えた倉庫

大型コンテナ船
(24000TEU級）

国際フィーダー航路による国内
からの集貨

高規格コンテナターミナルの
整備・一体利用

【整備新幹線、リニア中央新幹線の着実な整備】

〇 住宅・建築物の省エネ対策の徹底、インフラを活用した洋上風力・太陽光発電等の再エネの導入促進、次世代自動車に対応したインフラシステムの構築などの施策に
総力を挙げて取り組み、2050年カーボンニュートラルの実現に向けたくらしやまちづくり、交通・運輸、インフラ等の脱炭素化を進める。

【LCCM(ﾗｲﾌｻｲｸﾙｶｰﾎﾞﾝﾏｲﾅｽ)
住宅の普及促進】

【下水道エネルギーの利用推進】 3
バイオマスメタン
発酵事業

■地域木材

■太陽光発電パネル
＋太陽熱給湯集熱パネル

■LED照明の
多灯分散配置

■日射を遮蔽する
木製ルーバー

■高効率給湯器
■燃料電池

【航空分野におけるPPP/PFIの推進】
広島空港コンセッション事業

仙台空港コンセッション事業

基地となる港湾のイメージ洋上風力発電

【カーボンニュートラルポートの形成】
水素ステーション

アンモニア運搬船 水素運搬船

ブルーカーボン

洋上風力発電

水素・燃料アンモニア等タンクFC荷役機械

水素パイプライン

陸上電力供給

LNG火力発電所
（水素混焼）

石炭火力発電所
（アンモニア混焼）

FCトラック

炭鉱・ガス田・再エネ等由来の
アンモニア・水素化プラント海外

国内

自立型水素等電源

LNG運搬船CO2運搬船

CN作業船

ゼロエミッション船

冷熱配管冷蔵・冷凍倉庫

積出港

EV充電施設の道路内配置
【道路管理におけるカーボン
ニュートラルの実現】

道路を活用した
太陽光発電や
道路照明のLED化の推進

出典：大成建設資料

【自動車の脱炭素化に対応した道路インフラの社会実装に向けた取組】
走行中給電ｲﾒｰｼﾞ

2050年カーボンニュートラルの実現



「デジタル田園都市国家構想」の実現をはじめとした地方活性化① 【参考】

＜建設分野のDXの推進＞

【熊本地震の復興現場の無人化施工】

＜スマートシティの推進＞

【スマートシティのイメージ】

都市生活の質や都市活動の利便性向上

新技術やデータの活用により、市民に安全・安心な生活
や利便性・快適性を提供。

【先行モデルプロジェクトでの取組例（大田区）】

サイバー空間と連携した自動走行モビリティ・ロボットの活用

自動運転バス 自動配送ロボットサイバー空間

「デジタル田園都市国家構想」の実現に資するインフラ分野のDXの推進
〇 まちづくり、物流、建設、防災・減災分野等へのデジタル実装を加速し、地方活性化を進める。

＜防災・減災対策の高度化・迅速化＞

【道路システムのDX～xROADの実現～】

CCTVカメラを用いた交通障害検知
システムを導入

防災・減災分野に新技術を活用し、対策の高度化・迅
速化を図る。

建設現場にICTや５G等を導入し、生産性の向上等を
図るi-Constructionの取組を推進。また、国土交通デー
タプラットフォームの構築等に取り組む。

＜物流ＤＸの推進＞
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※環境省と連携した取組【過疎地域等におけるドローンを活用した物流実用化】

＜過疎地域等の課題＞
・人口減少に伴う荷量の減少による積
載効率の低下や輸送コストの増加
・トラックドライバーの高齢化や人手不足

過疎地域等の物流網維持と物流脱炭素化による社会変革

ドローン物流への転換

【国土交通データプラットフォームによるデータ連携】

作業エリア

操作室

作業イメージ

頭部カメラ

高速無線アクセスシステム

光ケーブル
（700m）

【電動車の災害時利用】

物流分野において機械化・デジタル化を通じて物流のこれ
までのあり方を変革する物流DXを推進。

＜3D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化＞

・ 都市の形状全体をデータとして
再現するとともに、建物等のオブ
ジェクト一つ一つが用途や構造
等の属性情報を保持し、「カタ
チ」だけでなく「意味」もデータ化。

3D都市モデルの整備

3D都市モデル活用事例

PLATEAU は、スマートシティを社会実装するためのデジ
タル・インフラとして、3D都市モデルの整備・活用・オープン
データ化を推進するリーディング・プロジェクト。

・洪水等の災害ハザード情報や人流
データなどの様々なデータを重ね合
わせることができ、ニーズに合わせた
分析やシミュレーションを行うことが
可能。

電動車の給電機能を活用した停電
地域における電力供給支援

【セキュリティを確保した「非接触型」のデジタル物流システムの構築】



「デジタル田園都市国家構想」の実現をはじめとした地方活性化② 【参考】
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【鉄道駅のバリアフリー化】 【ホームドアの整備加速】

〇 ポストコロナにおける住まい方や働き方を見据え、豊かで活力ある地方創りを行い、これまでの東京一極集中から脱した分散型の国づくりを推進。

バリアフリー社会の実現に向けて、ハード・ソフト両面
からのバリアフリーの取組を強化。

東京一極集中の是正を図り、地方への新たな人の流れを創出するため、テレワーク環境
の整備や空き家等の活用を通じた二地域居住等を推進。

2050年までの国土の姿を描いた「国土の長期展望」等を踏まえて、地域生活圏の形成など
「デジタルを前提とした国土の再構築」を目指し、新たな国土計画を前倒しで検討（来年初
夏に中間とりまとめ予定）。

＜二地域居住等の推進＞＜デジタルを前提とした国土の再構築＞

【コロナ禍における国民の意識の変化】

上記のグラフは都内に住む２０代以上の男女1,049名を対象に調査。
そのうち地方暮らしに関心があると回答した580名が対象。

Q.あなたの望む地方暮らしのスタイルは何ですか？

（出典）（株）トラストバンク 「地方暮らしに関するアンケート」（令和３年６月）

【全国版空き家・空き地バンク成約実績(累計)】

（件）

【心のバリアフリーの推進】

民官
街路等の公共空間の改変 オープンスペースの提供・利活用

民間
空地 広場

建物低層部
街路

公園

【官民一体で行う「居心地が良く
歩きたくなる」まちなかづくり】

ゆとりある豊かな暮らしの実現を図るとともに、賑わいのあるまちを
作るため、官民の既存ストック利活用等による「居心地が良く歩き
たくなる」まちなかづくりを進めるとともに、ほこみち（歩行者利便増
進道路）制度の活用等による多様なニーズに応える道路空間の構
築を推進。

【ほこみち制度の活用】
（神戸市道三宮中央通り線）

＜バリアフリー施策の推進＞

持続可能で多彩な地域生活圏の形成

Ⅰ．ローカル

産業基盤の構造転換と大都市のリノベーション

Ⅱ．グローバル

人と情報：「情報通信ネットワーク」の強化 人と人・モノ：「交通ネットワーク」の充実
人と土地：国土の適正管理 人と自然：災害・地球環境問題対応 人と社会：共生社会の実現

Ⅲ．ネットワーク

国土づくりの３つの視点：

国土づくりの目標： 『真の豊かさ』を実感できる国土

デジタル世界の到来は、地理的条件で不利な地方の再生の好機
価値観が多様化する中で、より貴重となるリアルの世界
「コンパクト＋ネットワーク」による持続可能な地域づくりの必要性

『デジタルを前提とした国土の再構築』
～人口減少下でも安心して暮らし続けられる国土へ～

「国土の長期展望」最終とりまとめ（令和3年6月）

豊かで活力ある地方創りと分散型の国づくり

まちなかへの住まいや都市機能の誘導と地域公共交通との
連携による、コンパクト・プラス・ネットワークの取組を進め、活
力あるまちづくりを実現。

＜コンパクト・プラス・ネットワークの更なる推進＞

【コンパクト・プラス・ネットワークの推進】

公共交通沿線への
居住の誘導

拠点エリアへの
医療、福祉等の
都市機能の誘導

多極ネットワーク型コンパクトシティ

拠点間を結ぶ
交通サービスを充実

ダイヤ・運賃等の調整に
よる公共交通サービスの
改善

地域の輸送資源の総動
員による移動手段の維
持・確保

＜ゆとりがあり居心地が良く歩きたくなるまちづくりの推進＞


